
書類評価結果について

（１）内部評価結果に対する外部評価結果の状況（８４取組）

区分 年度 Ａ評価 Ｂ評価 Ｃ評価 Ｄ評価 Ｅ評価 計 

妥当 

２４年度 
7  

（100％） 

25  

（76％） 

2  

（67％） 

20  

（50％） 

0  

（0％） 

54  

（64％） 

２３年度 
8  

（100％） 

35  

（80％） 

0  

（－） 

6  

（29％） 

0  

（－） 

49 

（67％） 

要検討 

２４年度 
0  

（0％） 

8  

（24％） 

1  

（33％） 

20  

（50％） 

1  

（100％） 

30  

（36％） 

２３年度 
0  

（0％） 

9  

（20％） 

0  

（－） 

15  

（71％） 

0  

（－） 

24  

（33％） 

計 

２４年度 7  33  3  40  1  84  

２３年度 
8  

〈0〉 

44 

〈52〉  

0  

〈0〉 

21 

〈23〉  

0 

〈1〉  

73 

〈84〉  

（ ）：達成度（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ）の各計における「妥当」・「要検討」の割合

〈 〉：昨年度外部評価に付さなかった取組を含めた計

８４取組に対する「妥当」と「要検討」の割合は昨年度とほぼ同じ割合となった。

達成度別の「妥当」・「要検討」の割合は、Ｄ評価において２３年度に比べ２４年度が高く

なった。
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（２）外部評価結果の比較（８４取組）

区分 23 年度 24 年度 内訳（23 年度→24 年度） 

基本方針１ 

妥当 
28 

（74％） 

25 

（58％） 

妥当 → 

妥当 

22 

  要検討 → 1 

  なし※ → 2 

市民等の公益的な 

要検討 
10 

（26％） 

18 

（42％） 

妥当 → 

要検討 

6 

地域活動の推進 要検討 → 9 

なし※ → 3 

小計 38 43        

基本方針２ 

妥当 
5 

（56％） 

8 

（67％） 

妥当 → 

妥当 

3 

  要検討 → 2 

  なし※ → 3 

「自立と責任」の強化に 

要検討 
4 

（44％） 

4 

（33％） 

妥当 → 

要検討 

2 

向けた行政体制の整備 要検討 → 2 

  なし※ → 0 

  小計 9 12        

基本方針３ 

妥当 
16 

（62％） 

21 

（72％） 

妥当 → 

妥当 

14 

  要検討 → 6 

  なし※ → 1 

財政運営の自律性・ 

要検討 
10 

（38％） 

8 

（28％） 

妥当 → 

要検討 

2 

健全性の確保 要検討 → 4 

なし※ → 2 

小計 26 29        

計 

妥当 
49 

（67％） 

54 

（64％） 

妥当 → 

妥当 

39 

要検討 → 9 

なし※ → 6 

要検討 
24 

（33％） 

30 

（36％） 

妥当 → 

要検討 

10 

要検討 → 15 

なし※ → 5 

※：昨年度外部評価に付さなかった取組

（ ）：基本方針ごとの小計に対する「妥当」・「要検討」の割合

基本方針１について、要検討の割合が増加した。

基本方針２について、妥当の割合が増加した。

基本方針３について、妥当の割合が増加した。


